
千葉市監査委員告示第１５号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、包括外

部監査の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知がありました

ので、公表します。 

 

    平成２３年１２月１６日 

 

千葉市監査委員 宮 下 公 夫 

同       宮 原 清 貴 

同       山 浦   衛 

同       橋 本   登 
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２３千政行第３８０号  

平成２３年１１月２８日  

 

 千葉市監査委員 宮 下  公 夫 様 

 同       宮 原  清 貴 様 

 同       山 浦  衛 様 

 同       橋 本  登 様 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人      

 

 

包括外部監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

平成２１年度及び平成２２年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により別紙のとおり通知します。 
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平成２１年度包括外部監査 

監査のテーマ：滞納債権に関する財務事務の執行について 

第２章 各論 

第５ 住宅使用料 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

４ 分納誓約について 

 イ 分納不履行者への厳格な対処（報告書P136） 

分納誓約者の履行状況を住宅管理室は網羅的に

把握できていないが、明渡請求時に分納誓約によ

り訴訟対象とならなかった者のなかにも分納を履

行していない者が見受けられる。不測の事態の発

生による不履行等については個々人の状況に応じ

て配慮することは考えられるが、単に退去を免れ

るための言い逃れに過ぎないような場合は、早急

に明渡請求を再度実施し、完納しなければ訴訟提

起するなど厳格に対処すべきである。現状では、

分納の履行状況を適時に確認していないことが多

いため、不履行者に対する対処も迅速かつ十分に

実施されているとはいえず、いわば安易な入居延

長を許す結果となっている。 

 

 

 

分納誓約不履行者については、平成２２年度か

ら分納誓約不履行催告書を送付したにもかかわ

らず納付されなかった場合は明渡請求を行い、そ

れでも納付されなかった場合は訴訟を提起する

こととした。 

また、平成２３年４月に運用手順として市営住

宅使用料等納付誓約履行監視事務処理手順を作

成し、不履行者への対処方法を定めている。 

 

第６ 下水道使用料 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

１ 督促状の記載事項の改善について 

（報告書 P155） 

 督促は、地方税法の規定に従って行われる滞納

処分の一環であるため、当該事務を私人自らが名

義人となって実施することはできない。 

平成２０年度において、千葉市が送付した督促

状は、３連の圧着はがきの１枚目の下部に、市下

水道局と徴収事務受託業者が連名で記載されてい

る。これは、受託業者が使用料の徴収事務を広く

実施していることから、連絡先として記載してお

くことが、市、受託業者、滞納者の便宜に適うた

めとの理由による。また、２枚目が督促状本体で

あり、１枚目は宛名に過ぎない。 

しかし、現状の記載では、市と受託業者の双方

が督促の名義人であると誤解される可能性を否定

できない。受託業者が督促の名義人になることは

法律上疑義があるため適切ではない。受託業者の

連絡先として記載しておくことが、市、受託業者、 

 

 

督促状の記載事項については、平成２１年１２

月発送分の督促状から受託業者が督促の名義人

と誤解されないよう、督促状の１枚目に名義人と

して千葉市下水道局（現、建設局）を記載し、３

枚目に連絡先として受託業者名を記載すること

とした。 
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監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

滞納者の便宜に適うものであることは確かである

が、受託業者が督促の名義人であるという誤解を

招かないような記載方法に早急に改善する必要が

ある。 

 

 

２ 延滞金の徴収について（報告書 P156） 

現在、下水道使用料を滞納した場合に延滞金を

徴収していない。しかし、「千葉市税外収入金に係

る延滞金の徴収に関する条例」第２条第１項にお

いて、「納付期限後にその税外収入金を納付する場

合においては、当該納付金額に、その納付期限の

翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、年

１４．６％（当該納付期限の翌日から１月を経過

する日までの期間については年７．３％）の割合

を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算

して納付しなければならない」と規定されている

ように、原則として延滞金を徴収する必要がある。

なお、同条例第３条に規定されている延滞金の減

免はやむを得ない事情がある場合に限定されてお

り、現在延滞金を徴収していないケースの多くは

同条を適用したものではない。 

期限までに納付してもしなくても納付金額が変

わらないのであれば、期日までに納付している者

としていない者の間での不公平が生じる。また、

ペナルティが無いことは、特段の理由も無い下水

道使用料滞納を助長することにもなりかねない。

特段の理由も無い下水道使用料滞納を減らすため

に、延滞金の徴収について検討することが必要で

ある。 

 

 

延滞金については、平成２３年４月から条例に

基づき徴収することとした。 

３ 滞納処分の強化について 

 イ 差押の強化 

（ア）実績の増加（報告書 P157） 

平成１８年度から平成２０年度までの差押えを

行った実績は合計７件に留まっている。現状では

差押えにより滞納者の納付意識の改善効果が期待

でき、さらに滞納処分のノウハウを蓄積すること

もできることから、さらに差押えを強化し、実績

を増加させる必要がある。 

 

 

 

 

差押の強化については、滞納整理業務経験者を

下水道使用料徴収担当課に配属し、平成２１年度

は２０件１１７万円、平成２２年度は２１件１３３

万４千円の差押えを実施した。 
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監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

４ 督促の期限に関する規則の改善について 

 （報告書 P158） 

 千葉市下水道条例施行規則第１１条において、

督促は本来の納付期限から３０日以内に実施され

なければならない旨が規定されている。督促状の

送付事務は当該規定に従って実施されている。 

一方、下水道事業会計規則第３７条第１項では、

納期限後２０日以内に督促状により督促しなけれ

ばならないとされている。 

双方の規定の優先順位は明らかでなく、またと

もに千葉市が定める両規則で異なる実施期限が定

められている状態は適切ではなく、改善が必要で

ある。 

 

 

 

督促の期限については、平成２２年４月、下水

道使用料滞納整理事務マニュアルに、下水道使用

料は下水道条例施行規則第１１条により「納入期

限後３０日以内」に督促状を発する旨記載し、明

確化を図った。 
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平成２２年度包括外部監査 

監査のテーマ：外郭団体との契約等に関する財務事務の執行について 

第２章 各論 

第２ 財団法人千葉市みどりの協会との契約 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

１ 害虫防除委託業者選定方法について 

（報告書 P107） 

平成２１年度の害虫防除については、みどりの

協会経理規程第５１条第１項７号（６）を根拠と

して単価の見積合せを実施して委託業者を決定し

ている。 

 害虫委託の見積合せを実施する際の起案書に

は、見積予定業者の３社を当該業務に関する実績

並びに地域性を考慮して選定した旨が記載されて

いる。 

 みどりの協会経理規程第５１条第１項７号（６）

において随意契約が可能としている趣旨は、少額

な案件について一般競争入札実施することの負担

軽減を図ることであると考えられる。害虫防除契

約に関しては単価契約であるため、予定単価

４，９４４円と予定価格１，０００千円未満とな

っている。しかし、平成２１年度の害虫防除関連

の業務委託料予算は５地区合計で１７，０００千

円であることを考慮すると、年間実施業務の委託

費は１，０００千円を超えることは明らかであり、

随意契約によることができる場合には該当しな

い。原則通り一般競争入札を実施することが必要

であった。 

 なお、平成２２年度より害虫防除業務について

は希望型競争入札制度に移行しており、上記の問

題は生じていない。 

 

 

 

害虫防除委託業務については、平成２２年度か

ら希望型指名競争入札に移行した。 

２ 害虫防除実施時期について（報告書 P108） 

平成２１年度害虫防除業務については６月１１

日に見積合わせを実施し、請負業者との間で単価

契約を締結している。請負業者は、みどりの協会

からの指示書にもとづき、薬剤散布等の害虫防除

業務を実施する。指示書には委託内容、金額（単

価×数量）、完成期限等が記載されており、請負業

者は完成期限までに業務を実施し、写真等の作業

記録をみどりの協会に提出している。みどりの協

会ではこれらの提出資料をもとに検査報告書を作 

 

害虫防除業務については、業者選定前に業者が

作業を実施することがないよう、平成２２年４月

１日に契約を締結し、指示書の発行及び請負業者

の監督についても適切に行うこととした。 
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監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

成し、業務の検収を行っている。 

 平成２１年度の害虫防除業務の管理資料を確認

したところ、中央・美浜区街路樹害虫防除委託の

工事写真台帳にある写真に写されている｢街路樹

薬剤散布のお知らせ｣に記載されている実施期間

と、みどりの協会が請負業者に出した害虫防除業

務実施の指示を行う指示書に整合しない点が見ら

れた。なお、他の地区に関しては、工事写真台帳

の写真に｢街路樹薬剤散布のお知らせ｣は無く、同

様な問題点の有無に関しては判明しなかった。 

 害虫防除委託仕様書においては、害虫の発生が

認められ、みどりの協会監督員からの指示があっ

た場合は、防除作業の予告看板である｢街路樹薬剤

散布のお知らせ｣を設置して作業実施の周知を図

る旨が記載されている。請負業者より提出された

工事写真台帳の写真に写されている｢街路樹薬剤

散布のお知らせ｣の日付は、多くの案件で指示書の

出る前の日付となっている。｢街路樹薬剤散布のお

知らせ｣を見る限り、みどりの協会の指示に基づか

ない害虫防除作業が実施されていたこととなる。 

 一部作業案件については、｢街路樹薬剤散布のお

知らせ｣に記載の薬剤散布日時が作業単価の見積

合せ実施日である平成２１年６月１１日以前とな

っており、害虫防除作業委託業者の決定前に害虫

防除作業が行われていたこととなる。中央・美浜

区の見積合せ参加業者の決定に際しての起案書に

は、当該業務に関する実績並びに地域性を考慮し

て選定を行った旨が記載されているが、業者選定

の前に特定業者が業務を実施し見積合せの結果、

当該業者が選定されている状況にあっては、見積

業者の選定及び見積合せが適切になされたかどう

かに疑義が残る状況となっている。 

また、みどりの協会は、実際の作業日とは異な

った日付での指示書を発行し、検査報告書を作成

している。みどりの協会が業務のコントロールを

行うために、指示書は重要な書類である。指示書

の発行を適切に行い、請負業者の業務の監督を適

切に行う必要がある。 

なお、平成２２年度の業者選定に関しては、平

成２２年４月１日に単価契約を締結していること

から、業者選定前に業者が作業を実施することは

生じない。ただし、指示書による請負業者の監督 
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監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

を適切に実施すべき点については、引き続き留意

すべき事項である。 

 

 

３ 剪定等単価契約業務及び害虫防除業務の作業 

記録について（報告書 P109） 

 請負業者は、作業記録を写真及び日報の作成に

より行う。害虫防除委託仕様書において作業記録

の写真に関しては、小黒板にいくつかの表示を行

うよう記載されている。 

 しかしながら当該仕様書には、作業の実施日を

示す情報は記載されておらず、実際の作業日の情

報は判明しない。同様な小黒板の表示は年間管理

業務の仕様書にもあるが、当該仕様書には路線名

の下段に撮影年月日を記載するひな型となってい

る。 

 剪定等単価契約業務及び害虫防除業務の作業記

録として提出された資料の写真を確認したとこ

ろ、写真の撮影年月日は刻印されておらず、作業

日を確認することはできない状況であった。指示

書に定める期間内に業務を行っているかを確認す

るため、小黒板における日付の表示及び写真撮影

時に写真の日付を入れるように仕様書を改訂する

ことが必要である。  

 

 

 

剪定等単価契約業務及び害虫防除業務の作業

記録については、平成２３年度から仕様書を改定

し、小黒板に日付を記載したうえで写真撮影する

こととした。 

 

 

４ 単価契約について（報告書 P110） 

 「いなげの浜管理及び監視業務」における再委

託のうち、一般廃棄物処理委託についてはみどり

の協会経理規程第５１条第１項第７号を根拠に相

見積による随意契約で締結されている（実績額：

１，４６７千円）。協会によると「本来１００万を

超える委託契約は、希望型指名競争入札であるが、

単価契約については、市の所管部署と足並みをそ

ろえ随意契約で実施した」と回答を受けている。 

 しかし、当該契約は予算策定時点でも１，２６３

千円と１００万円を超えており、本来なら希望型

指名競争入札を実施すべきであった。 

 なお、平成２２年度は希望型指名競争入札に移

行しており上記の問題は生じていない。 

 

 

 

「いなげの浜管理及び監視業務」における再委

託のうち、一般廃棄物処理委託については、平成

２２年度から希望型指名競争入札に移行した。 

 



7 

 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

５ シルバー人材センター等との随意契約理由に 

ついて（報告書 P110） 

平成２１年度のみどりの協会からの再委託で

は、シルバー人材センターや障がい者団体との契

約は、みどりの協会経理規程第５１条第１項１号 

「契約でその性質又は目的が競争入札に適さない

ものをするとき」を根拠に随意契約を締結してい

る。 

 しかしながら、業務の性質・目的は除草・清掃

等であり、競争入札に適さないものとはいえず、

経理規程第５１条第１項第１号を根拠とする随意

契約は実態に即したものではなかった。 

 みどりの協会によると、シルバー人材センター

や障がい者団体等の有効活用を指定管理業者選定

時の提案書で記載し、千葉市に提出しているもの

の、これに対応する経理規程の該当規定を改訂す

ることを失念していたとのことである。 

 なお、平成２２年５月に当該経理規程を改訂し、

シルバー人材センターや障がい者団体等との契約

を第５１条第１項３号に基づいて、「別に定める手

続き（業務委託指名業者選定等委員会要綱）」によ

り随意契約を締結している。 

 

 

シルバー人材センター等との契約については、

平成２２年５月に経理規程を改正し、随意契約に

よる役務の提供を受けることができる対象に加 

えた。 

 

第３ 財団法人千葉市都市整備公社との契約 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

１ 工事設計書の決裁について（報告書P145） 

工事契約の入札にあたっては、設計金額を見積

もり、「工事設計書」として「執行回議書（工事）」

に添付して決裁を受けることとなっている。また、

決裁を受けた設計金額については低入札調査基準

価格の算定の基礎となる。 

 平成２１年度の工事契約である「排水施設新設

工事（高田排水路２１－１工区）」について「執行

回議書（工事）」に添付された「工事設計書」の直

接工事費等の内訳金額が実際と異なるものであっ

た。その理由は「工事設計書」の決裁中に設計内

容修正の指示があり、新たな「工事設計書」が作

成されたが、決裁は修正前の「工事設計書」で受

けてしまい、後日気づいたときに「工事設計書」

の差し替えを行ったことによるものであった。そ

の結果、低入札調査基準価格は修正前の設計書で 

 

工事設計書の決裁については、平成２２年度を

もって市からの委託による工事発注等は終了し

ており今後についても市が委託する予定はない

ことから、同様の事態が発生することはない。 
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監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

計算したため本来算定されるべき正しい金額とは

異なる金額が算定されていた。ただし、本来算定

されるべき金額との誤差は２５８，０００円で、

当初算出していた低入札価額調査の基準値を同額

下回ることになったが、結果として落札価格が低

入札調査に該当する事態にはならなかった。 

結果として、修正前の「工事設計書」で決裁を

受けたことによる実質的影響はなかったといえる

が、決裁を受ける際の添付書類に関しては、それ

が決裁を受けるべき正しい書類であるか、より慎

重に確認を実施することが望まれる。 

 

 

２ 一般競争入札における一者入札について 

 （報告書P145） 

平成２１年度に実施された千葉市稲浜公民館昇

降機設置工事等については、一般競争入札による

業者選定を行っているものの、一者入札となって

いた。 

 いずれの工事についても、一者入札となった原

因については特に調査していないとのことであっ

た。 

 また、中央区役所・千葉市美術館空調・熱源設

備等改修工事等については、落札者以外の参加者

が入札前に辞退または書類不備により失格し、実

質的に一者入札になっていた。 

 いずれについても、入札参加を辞退した業者の

辞退理由については辞退届に記載されているもの

の、入札辞退等により実質的に一者入札となった

原因についての調査は特に行われていないとのこ

とであった。 

 いずれも施工可能業者が一者のみというような

特殊な工事であるとは考えにくく、一般競争入札

を行っている以上、都市整備公社はこのような事

例に関しても競争性は確保されていたと考えてい

る。しかし、競争性を向上させる対応策を確立す

るためにも、このような一者入札のケースについ

て、都市整備公社において、その理由を調査すべ

きである。 

 

 

 

 

一般競争入札における一者入札については、平

成２２年度をもって市からの委託による工事発

注等は終了しており今後についても市が委託す

る予定はないことから、同様の事態が発生するこ

とはない。 
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監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

３ 建設原価の確定通知について（報告書P146） 

施設整備が完了した際には、都市整備公社から

千葉市に対し、委託業務の完了報告と共に建設原

価の確定通知がなされる。この際に、千葉市は建

設原価の通知を受けるのみであり、通知された建

設原価の適切性を千葉市として特に確認する行為

は実施していないとのことである。 

建設原価の確定により千葉市の負担額が決定す

るのであるから、都市整備公社において建設原価

が適切に算定されているか否かは非常に重要であ

る。千葉市として、通知された建設原価の適切性

を確認する必要がある。 

 

 

建設原価の確定通知については、平成２２年度

をもって市からの委託による工事発注等は終了

しており今後についても市が委託する予定はな

いことから、同様の事態が発生することはない。 

４ 委託事務費率の算定方法の見直しについて 

（報告書P146） 

現在の委託事務費の算定方法は、平成１９年度

の時点において算定された事務費率に基づいて決

定されている。一方、都市整備公社は、平成１９

年度と平成２０年度以降では、業務の内容に以下

のような変更が見られる。 

 ア 旧財団法人千葉市駐車場公社との統合によ 

る駐車場事業の実施 

 イ 千葉市土地開発公社の保有土地および駐車 

場の管理事業の受託 

 ウ 下水道事業の受託の終了 

事務費率の算定の際に行われた必要経費の試算

においては、平成１６年度の包括外部監査におけ

る指摘に基づき、原則として平成１９年度におけ

る経費の実績及び予算を用いている。平成１６年

度の包括外部監査においては、委託契約ごとに原

価計算を実施することにより実際の委託事務費を

算定し、それを参考に事務費率を算定するべきで

ある、と指摘されているが、実際には都市整備公

社においては原価計算制度が構築されていないた

め、次善の策として平成１９年度における経費の

実績及び予算を用いているものである。これは、

従来の委託事務費率の決定方法との比較において

は、より適切な方法が採用されたと考えることが

できる。 

一方で、平成１９年度の経費の予算及び実績は

平成１９年度の事業内容を前提としたものである 

 

 

委託事務費率の算定方法の見直しについては、

平成２２年度をもって市からの委託による工事

発注等は終了しており今後についても市が委託

する予定はないことから、同様の事態が発生する

ことはない。 
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監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

から、平成２０年度以降の事務費率の算定のため

の経費試算においては、当然のことながら、平成

１９年度の実績をそのまま用いるのではなく、平

成２０年度以降の事業内容の変更点を可能な限り

考慮する必要がある。 

上記の要因による増収分や人件費の削減経費の

算入については、事務費率を決定した際には人事

配置等の不確定要素が多く正確な経費が把握でき

ないため、これを含めた試算は困難な状況であっ

たが、上記ウに記載の通り、下水道事業の受託終

了による直接経費の削減効果と、駐車場事業及び

土地管理受託事業の間接経費負担分を概算するこ

とにより、平成２０年度以降の事業内容の変更を

一部反映した必要経費を算定した上で、委託事務

費の試算を行っている。 

 このように、平成１９年度において算定された

事務費率は、算定の時点では、平成２０年度の事

業内容の変更点を可能な範囲で考慮されていると

考えることができる。しかし、当時の試算はあく

まで仮定による計算であり、当時の経費試算が平

成２０年度及び平成２１年度の実績と整合してい

るかどうかは明確ではない。従って、まず当時の

経費試算が平成２０年度及び平成２１年度の実績

と整合しているかどうかを検証する必要がある。

そして、もし平成１９年度当時の試算と平成２０

年度及び平成２１年度の実績とが整合していない

場合は事務費率の見直しを再度行い、委託事務費

の算定方法の見直しを行う必要がある。 

 

 

５ 千葉市による都市整備公社への委託業務の実 

施状況のモニタリングについて（報告書P147） 

千葉市は、都市整備公社の実施する工事に関し

て都市整備公社が委任または請負契約を締結した

際には、契約締結通知書の提出を受ける。さらに、

委託業務の執行状況について、随時に調査もしく

は検査を実施することができる。また、受託者た

る都市整備公社に対して資料の提出を求めること

ができる。これらは、千葉市による都市整備公社

の委託業務に対するモニタリングの機能を定めて

いるといえる。 

 上記のモニタリングの実施状況につき質問した 

 

 

都市整備公社への委託業務の実施状況のモニ

タリングについては、平成２２年度をもって市か

らの委託による工事発注等は終了しており今後

についても市が委託する予定はないことから、同

様の事態が発生することはない。 
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監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

ところ、契約締結通知書の提出と資料の提出につ

いては実施されているが、実際には、随時の調査

もしくは検査については実施されていないとの回

答であった。 

都市整備公社の委託業務に係る請負工事の品質

確保は、実際上都市整備公社が実施する監理業務

（外部委託を含む）によって図られていると考え

ることができるため、都市整備公社の業務の品質

確保は、施設整備事業の品質を確保する上で非常

に重要であるといえる。従って、千葉市は、少な

くとも工事実施中の都市整備公社の業務につい

て、随時報告を求め、必要に応じて調査及び検査

を行うべきである。 

 

 

 

 

 


